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 Summary 
 淡水は環境関連のグローバルリスクと密接に関係しており、保全・回復が必要な状況にある。 

 企業活動における淡水の持続可能性の評価法が、企業活動や製品単位での評価に適用可能なものになっ

ている。経営側からのトップダウン、製品からのボトムアップでの評価が可能であり、被害金額の算定

ツールも整備されている。 

 淡水の持続可能性を回復するための企業活動は、①評価②対策③認証を、産業の枠を超えたステークホ

ルダーと協力して推進することから、事業の多角化と継続性の高い事業創出に有効である。 

1．淡水とグローバルリスク 

地球の表面の3分の2は水で覆われているが、人間が利用しやすい状態にある淡水は、そのうちのわずか

0.01％と限られた資源であり、保全・回復が必要な状況にある。 

1-1．淡水の持続可能性評価 

2023年にストックホルム・レジリエンス・センターが、地球の持続可能性の評価結果1を公表した。淡水

についても評価が行われ、持続可能ではない、不可逆な変化が起きている状況にあることが示された。世

界的には、保全・回復といった対策が必要であるという危機感が広がっている。 

国際水管理研究所のワーキングペーパー「Change in Global Freshwater Storage」2によると、世界の淡

水貯水量は、1971年の4京409兆立方メートルから2020年の4京382兆立方メートルと、27兆立方メートル減

少している。現在、人類が1年間に使用している淡水の量は24兆立方メートルであることから、50年間で、

人類の1年分の使用量を超える淡水が消失した計算となる。 

1-2．世界経済フォーラム（WEF）のリスク認識 

 
1 Stockholm Resilience Centre, Planetary boundaries (2024年4月12日閲覧) 
2 International Water Management Institute Working Paper “Change in Global Freshwater Storage”（2024年4月12日

閲覧） 
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淡水の持続可能性の保全・回復の事業機会 
―要素技術から産業の枠を超えた新事業創
出まで― 

 

https://www.stockholmresilience.org/research/planetary-boundaries.html
https://www.iwmi.cgiar.org/Publications/Working_Papers/working/wor202.pdf
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WEFが毎年発行している The Global Risks Report の2024年版3では、環境に関するリスクが6項目挙げら

れているが、そのうちの4項目が淡水と関係したリスクである（図表1）。特に、淡水の供給不足のリスク

に対しては、淡水の保全と回復が求められる。また、気候変動による淡水の消失も想定されるため、脱炭

素と並行した対策が重要である。 

 

 

 

2．整備された淡水資源の持続可能性評価ツール 

企業活動や製品ライフサイクルにまつわる淡水の持続可能性は、定量評価のためのデータベースやツー

ルが整備されている。評価の2つのアプローチと、淡水に関するリスクや被害の金額換算ツールについて、

図表2に概観を示す。ここでいうデータベースとは、文字、数字が羅列された媒体、ツールはデータベース

の情報を図表・図式・可視化することで分析を支援する媒体を指す。 

 
3 World Economic Forum, Global Risks Report 2024（2024年4月12日閲覧） 

https://www.weforum.org/publications/global-risks-report-2024/
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2-1．経営、財務からのトップダウンアプローチのためのツール 

企業の経営者や投資家などの立場から、俯瞰的に淡水資源の持続可能性を評価し、対策の優先順位を決

めるためのツールは主に、国連など国際的な組織によって開発されてきた。TNFDやCDPなど、企業情報開示

のガイドラインが推奨するツールも増え続けており、分析の目的や産業セクターごとに異なるツールが用

いられている。作業フローの例を図表3に示す。 

 

出所 環境省情報開示に向けた準備、ステップの解説 等から三井物産戦略研究所作成 

https://www.env.go.jp/content/000174919.pdf
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2-2．製品、サービスからのボトムアップアプローチのためのデータベースおよびツール 

トップダウンアプローチによって優先度の高い対象を特定した後の個別具体的な対策では、各製品やサ

ービスのライフサイクル全体にわたる淡水の取水・排水量を、各プロセスについて計上・合計する。ここ

で得られたデータをライフサイクルアセスメント（LCA）に用い、個別の対策の効果を定量的に評価する。

分析の精度を高めるためには、サプライチェーン上の全ての活動の一次情報を収集することが理想的だが、

収集作業が膨大になるため、これを効率化するためのインベントリ（製品やサービスごとの淡水の使用量

等の平均値）データベースが国内外で整備されている。「GaBi」のようにデータベースと分析支援ソフト

ウェアが実質的に一体化したものも存在するが、多くは、算定者が目的に応じてデータと分析ツールを組

み合わせる形で分析が行われる。 

2-3．リスク・被害金額算定ツール 

企業活動への影響を製品やサービスによらず俯瞰的に評価する方法として、淡水資源にまつわるリスク

や欠乏した場合の被害を金額として表現することが可能なツールも発表されている。俯瞰的な分析では、

ECOLAB4とS&P Global が共同で、Water Risk Monetizer を開発・提供している。Microsoftは、同ツールを

活用して、自社のデータセンターの冷却水に関するリスクを勘案した淡水の実際の価値を算出し、淡水の

保全・回復のために行うべき投資額の参考としている。日本では、経済産業省、国立研究開発法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構、一般社団法人産業環境管理協会による国家プロジェクトにおいて、LCAの

一手法として、ライフサイクル影響評価手法LIME（Life cycle Impact assessment Method based on 

Endpoint modeling）が開発された。その改良版であるLIME3で、環境影響に関する費用対便益の分析ツール

を提供している。具体的には、例えば、淡水資源の使用量にLIME3で開発された係数を乗じることで、金額

を単位とした費用が算出可能となっている。積水化学工業、資生堂、新菱（しんりょう）5などが、淡水を

評価に含めた分析を公表している。資生堂の例に見られるように、十分な淡水の取水・排出量のデータを

準備できれば、ボトムアップ的なアプローチを基礎とした LIME3 を活用して、企業活動全体の財務インパ

クトを計算することも可能である。 

各企業の分析の概要を図表4にまとめた。 

 
4 ECOLABは、水、衛生、エネルギーの技術とサービスにおける米国のリーディングカンパニー。 
5 新菱は、産業廃棄物の無害化・再生、半導体製造装置部品の精密洗浄などのソリューションを提供する三菱ケミカル株式

会社の100％子会社。 
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3．淡水の持続可能性に関する事業機会 

淡水の持続可能性の保全・回復に資する投資を、事業への良いインパクトとして貨幣価値換算する手法

をInternal Water Pricing6 といい、その導入企業は増加している。淡水の持続可能性をビジネス化する最

初のステップは、同手法を既に導入している企業からの投資を得ることや、導入検討を行っている企業向

けのサービスである。 

図表5において、具体的な事業機会を①評価②対策③認証の観点から整理した。 

 
6 モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル(MSCI) All Country World Index の約2,800社のうち、2018年は

68社だったInternal Water Pricing導入企業が、2022年には120社に増加している。出所（2024年4月22日閲覧） 

https://www.dws.com/en-jp/insights/cio-view/charts-of-the-week/cotw-2023/chart-of-the-week-20230317/?kid=socm.20230317..LinkedIn.LINK.300000456304426.
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一般に、事業に利用される淡水の流域にはさまざまな産業や組織が存在する。そのため、淡水の直接・

間接的な利用や保全、回復のためには、従来の産業の枠にとどまらない、多様なステークホルダーとの継

続的なコミュニケーションが必要となる。この機会を生かすことは、事業の多角化や、継続性の高い事業

機会となり得る。 

 

3-1．評価 

淡水の評価項目は、直接・間接の使用量のほか、窒素、リン、その他有害化学物質の含有量、地下水位、

淡水生態系など、多岐にわたる。一次データを取得する場合、目的に応じて新たなモニタリングシステム

の導入が必要となるため、センサや測定装置などの要素技術のニーズが生まれる。普及や効率化の観点か

ら、誰でも簡便・安価に測定可能なシステムや、測定コスト削減のためのデジタル技術、二次データの活

用も進む。先行して評価を行っている企業には、自社の経験を生かして、後発の企業を支援するコンサル

ティング事業やSaaSの提供で参入機会がある。 

3-2．対策 

評価の結果、同定された対策の必要な地域や製品・サービスに対しては、事業における淡水のより効率

的な利用の検討に加え、事業に関わる水の水源から再利用に至るまで、バリューチェーンにとどまらない、

多くの利害関係者との継続的な協力が必要とされる。淡水の不足が避けられない地域の場合、海水の取水

が可能であれば海水淡水化技術の利用が検討される。海水の取水さえ難しい場所では水の輸送が検討され

る。いずれもエネルギーやコストがかかる。そのため、経済合理性とエネルギー消費量増大回避の観点か
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ら、現在、企業では、取水している川の周辺住民や農林水産業者、水源の保全活動を行っている組織など

と協力し、流域の環境を改善することで、利用可能な淡水量を増やすという対策が優先されている。ビル

や工場といった拠点での対策としては、AIによる水利用効率化分析や水リサイクルシステムの導入があり、

水道料金低減による経済合理性が見込まれる。 

3-3．認証 

多くのステークホルダーが関わる活動では、第三者による認証が、透明性あるステークホルダー間コミ

ュニケーションの担保やグリーンウォッシュ防止で必要とされるだろう。例えば、水の責任ある調達に関

する認証（ウォーター・スチュワードシップ認証）が複数存在するが、その定義や目標設定の方法にはば

らつきが見られるため、国際標準化すべき、との意見がある。淡水の偏在や課題観の地域差などにより、

現時点では、地域事情に応じた個別最適化と国際標準化のどちらが主流となるかは不透明だ。しかし、企

業としては、このような議論に関与することが、社内の内部監査機能を審査認証機関としてビジネス展開

する余地や、認証の取得を目指す企業へのコンサルティングサービス提供といった事業機会を考える上で

重要だろう。 

4．まとめと展望 

淡水の持続可能性の保全・回復に関する事業機会を検討するために必要な基礎情報として、下記3点につ

いて述べた。データの収集・評価・対策の方法やツールが整いつつある今こそ、事業検討を開始する好機

である。 

 淡水の持続可能性はグローバルリスクに密接に関係している。特に気候変動リスクとの関わりは強く、

淡水の持続可能性保全の対策は、温室効果ガス対策と並行して検討、実施する必要がある。 

 淡水持続可能性リスクを事業機会に変える起点となるのは、先行企業による Internal Water Pricing 

に基づく投資である。企業活動から、製品ライフサイクルまで、定量化の方法論を理解することは、

自社のリスク対策にとどまらず、新たな事業機会の検討にも役立つ。将来的には気候変動への対策と

同様に、投資家や消費者からの圧力や、EU等での規制強化がさらなる投資を後押しする可能性もある。 

 淡水の持続可能性の保全・回復に関する事業は継続した対応が求められるため、継続性の高い事業と

なりやすい。また、既存事業において間接・直接利用している淡水のステークホルダー把握を通じて、

産業を超えた関係者との接点が得られる。そこから新たな協業が生まれれば、事業の多角化にも貢献

し得る。 
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